
様式４－４ 

事業概略書 

事 業 名 
強度行動障害支援者養成研修の効果的な研修実施のための教材開発等に関

する研究 

事 業 目 的 

 平成 25 年度から開始された強度行動障害支援者養成研修は、現場の支援の質の向上、

虐待防止などの点で非常に重要な意義を有している。一方で、従事するサービス類型も支

援経験年数も異なる受講者が幅広く一斉に受講する状況であるために、受講者側も研修実

施事業者側も学習効果の向上に苦心している一面がある。 

 そこで、研修内容を様々な属性の受講者がより理解しやすくすると共に、研修内容の均一

化を図るべく、研修内容に沿った教材を開発し、強度行動障害支援者養成研修の効果を高

めることを目的として、本研究事業を実施した。 

事 業 概 要 

①検討委員会の運営 

強度行動障害支援に詳しい有識者で組織する検討委員会を開催し、教材作成の具体的な

内容について検討した。 

②教材開発に関するアンケート・ヒアリングの実施 

自治体や委託・指定研修事業者に対して、研修実施にあたり工夫が必要な教材についての

アンケートとヒアリングを実施した。 

③映像資料・スライド教材の作成 

上記における検討内容を基に、教材としての映像資料とテキストを作成した。 

④モデル研修の実施による教材の効果測定 

作成した教材を使用したモデル研修を実施し、アンケートにおいて教材の効果を測定した。 

事業実施結果 

及び効果 

①検討委員会の運営 全 4回の検討委員会を実施。 

②教材開発に関するアンケート・ヒアリングの実施 

 アンケート：全 164回答（うち都道府県庁回答 25件） ヒアリング：5地域 13か所で実施 

③映像資料・スライド教材の作成 検討委員会委員を中心に作成作業実施。 

④モデル研修の実施による教材の効果測定 

 基礎研修：2020年 2月 3-4日（効果測定アンケート回答者：36件） 

 実践研修：2020年 2月 5-6日（効果測定アンケート回答数：33件） 

【事業の効果】今後各都道府県で研修が実施される際に、本研究で開発した教材が使用さ

れることにより、研修内容の均一化及び受講者の学習効果向上が見込まれる。 

事 業 主 体 

郵便番号：061-0231 

所 在 地：北海道石狩郡当別町六軒町 70番地 18 

法 人 名：特定非営利活動法人全国地域生活支援ネットワーク 

電話番号/E-MAIL：0133-22-2896（代表）/ shien.net.japan@gmail.com 

 （注） 

１ 本様式の作成にあたっては、厚生労働省ホームページに掲載するため、一般に公開することを想定し、分

かりやすい表現に努めること。 

 ２ 本様式は、事業の概略をまとめるために作成するものであり、別途実施した事業についての成果物を必ず

提出すること。 

 ３ 「事業目的」､「事業概要」、「事業実施結果及び効果」について、それぞれ２５０字程度で簡潔に記入す

ること。 

  


